
No. 頁 訂正箇所 誤 正

1 ごあいさつ （８行目）
　いわゆる標準世帯（夫が働いて収入を得て、妻は専業主婦、子どもは2人の4人世
帯）は、今や総世帯数の4.6パーセントしか占めておらず、2040年には全世帯の36パー
セントが単身世帯に、43パーセントが高齢者のみ世帯になる見通しにあり、ますます
多様化が進んでいきます。
（以下略）

（８行目）
　いわゆる標準世帯（夫が働いて収入を得て、妻は専業主婦、子どもは2人の4人世
帯）は、今や総世帯数の4.6パーセントしか占めておらず、2040年には全世帯の36パー
セントが単身世帯に、43パーセントが高齢世帯になる見通しにあり、ますます多様化
が進んでいきます。
（以下略）

2 P.4 （３）高齢者の状況
　
　本県の高齢者人口は、令和２年（2020 年）の 198 万人から、令和 22 年（2040 年）
には230 万人に増加し、高齢化率も高まっていくことが見込まれています。また、世帯
主が 65歳以上の世帯数は令和 22 年（2040 年）には129万世帯に、全世帯に対する
高齢世帯の割合は 43.4％となる見込みです。中でも、単身高齢者世帯の急激な増加
が見込まれています。

　（表１は省略）

　本県の高齢者人口は、令和２年（2020 年）の 198 万人から、令和 22 年（2040 年）
には230 万人に増加し、高齢化率も高まっていくことが見込まれています。また、世帯
主が 65歳以上の世帯数は令和 22 年（2040 年）には130万世帯に、全世帯に対する
高齢世帯の割合は 43.4％となる見込みです。中でも、単身高齢者世帯の急激な増加
が見込まれています。

　（表１は省略）

■図４　世帯主の年齢別世帯割合の将来推計

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府
県別推計）」（2019年推計）

■図４　世帯主の年齢別世帯割合の将来推計

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推
計）」（2019年推計）
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　「第１章 埼玉県の住生活をとりまく状況　第１節 埼玉県の住宅・地域事情」
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4 P.9 （２）専用住宅数に占める
分譲マンション戸数の割合

（７行目）
　また、マンションに居住する世帯のうち、家計を主に支える者が65歳以上の世帯は
平成30年で36％を占めており、全国平均（26%）と比較して高い割合となっています。

（７行目）
　また、マンションに居住する世帯のうち、家計を主に支える者が65歳以上の世帯は
平成30年で36％を占めています。

P.7 ２　住宅ストックの状況
（１）住宅数、持家率、空き家
率

■図７　埼玉県の住宅ストック状況 ■図７　埼玉県の住宅ストック状況3
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5 P.10 （３）耐震化の状況 ■表３　住宅の耐震化率の推移 ■表３　住宅の耐震化率の推移

6 P.11 ３　住宅市場・流通の状況 ■表４  新築着工戸数の推移 ■表４  新築着工戸数の推移

7 P.12 ４　居住の状況
（１）世帯年収と住宅の所有
関係

■図15  住宅の所有関係別の年収別世帯割合 ■図15  住宅の所有関係別の年収別世帯割合
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8 P.14 (３）単身世帯 ■図18　年齢区分別単身世帯の推移 ■図18　年齢区分別単身世帯の推移

9 P.14 ５　産業・就業の状況
（１）通勤・通学状況

■図19　従業地・通学地の状況（１都３県・全国） ■図19　従業地・通学地の状況（１都３県・全国）
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10 P.17 ７　高齢者の住まいの状況
（１）所有関係

■図25　高齢者のいる主世帯の種類別住宅所有の割合 ■図25　高齢者のいる主世帯の種類別住宅所有の割合

11 P.22 （４）高齢期の住まいの希望 　本県の単身高齢・高齢夫婦のみ世帯のうち、住み替え意向のある世帯は9.2％、リ
フォーム・建て替えを行って現在の住宅に住み続ける意向の世帯は20.2％となってい
ます。高齢世帯の約30％に今後又は将来において住み替えやリフォーム・建て替えの
意向が見られます。

■図34　高齢者の住み替えやリフォーム・建て替えの意向

　本県の単身高齢・高齢夫婦のみ世帯の住み替え後の居住形態（借家（施設を含
む））の意向は、「高齢者向け住宅・施設」が15.3％となっています。

　本県の高齢者が家計を支える世帯のうち、住み替え意向のある世帯は9.2％、リ
フォーム・建て替えを行って現在の住宅に住み続ける意向の世帯は20.2％となってい
ます。高齢世帯の約30％に今後又は将来において住み替えやリフォーム・建て替えの
意向が見られます。

■図34　高齢者の住み替えやリフォーム・建て替えの意向

　本県の高齢者が家計を支える世帯の住み替え後の居住形態（借家（施設を含む））
の意向は、「高齢者向け住宅・施設」が15.3％となっています。
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